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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 

決算年月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 

売上高 (千円) 29,599,581 35,319,623 35,790,711 29,993,846 26,770,919 

経常利益 (千円) 2,511,654 4,242,059 3,776,462 1,651,621 614,192 

当期純利益 (千円) 1,198,380 2,203,713 2,010,624 862,811 275,045 

持分法を適用した場

合の投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 50,000 150,000 150,000 655,550 920,550 

発行済株式総数 (株) 1,000 1,080 86,400 92,340 109,300 

純資産額 (千円) 3,625,800 5,870,395 7,357,090 9,097,181 9,621,919 

総資産額 (千円) 12,859,551 16,208,175 14,598,032 14,159,294 14,068,634 

１株当たり純資産額 (円) 3,625,800.58 5,342,958.53 85,151.51 98,518.31 88,032.20 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間

配当額） 

(円) 

(円) 

100,000 

(－) 

392,000 

(－) 

4,600 

(－) 

3,000 

(－) 

3,000 

(－) 

１株当たり当期純利

益 
(円) 1,198,380.17 2,091,166.74 23,271.12 9,456.71 2,567.25 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
(円) － － － 8,083.75 2,522.56 

自己資本比率 (％) 28.2 36.2 50.4 64.2 68.4 

自己資本利益率 (％) 39.6 46.4 30.4 10.5 2.9 

株価収益率 (倍) － － － 29.6 25.1 

配当性向 (％) 8.3 18.7 19.8 31.7 116.9 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) 2,379,850 2,010,738 806,965 △548,276 754,246 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) △892,120 △784,824 △921,975 △395,160 △1,248,096 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) － 99,107 △423,360 846,134 250,002 

現金及び現金同等物

の期末残高 
(千円) 3,961,093 5,286,114 4,747,743 4,650,441 4,406,594 

従業員数 (名) 
1,432 

〔344〕

1,611 

〔466〕

1,679 

〔469〕

1,608 

〔506〕

1,409 

〔416〕



 （注）１ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第10期以前はストックオプション制度導入に伴う新株予

約権残高がありますが、当社株式は非上場・非登録であり、期中平均株価が把握できませんので記載してお

りません。 

５ 第10期以前の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。 

６ 従業員数欄の〔 〕は、外書にて臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

７ 当社は、平成16年５月15日付で１株につき80株の割合をもって株式分割を行っております。なお、第10期の

１株当たり当期純利益は、期首に株式分割が行われたものとして計算しております。 

８ 平成17年３月９日付有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)により資本金は、495,550千円、発

行済株式総数は、5,300株増加しております。 

９ 第12期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。  



２【沿革】 

 当社は平成７年８月に株式会社エヌ・アイ・コーポレーションとして設立し旧株式会社ナルミヤ・インターナショ

ナル（昭和27年12月設立の成宮織物株式会社、のちのナルミヤエンタープライズ株式会社より平成３年７月に分社独

立）より営業譲渡を受け、株式会社ナルミヤ・インターナショナルに商号変更するとともに現在に至っております。

従いまして、以下の記載事項につきましては成宮織物株式会社から当社に至るまでを記載しております。 

 尚、当社は主要事業に関し、平成７年９月に旧株式会社ナルミヤ・インターナショナル（平成17年９月30日清算

済）から営業譲渡を受けています。また、同社は同事業に関し、平成３年７月にナルミヤエンタープライズ株式会

社より営業譲渡を受けています。 

 これら２件の資産譲渡には、旧商法第246条に規定する事後設立に係る株主総会特別決議の手続きが必要です。

同条文によれば、これら決議には裁判所の指名する検査役の調査が必要とされますが、両取引ともに資産譲渡時に

は本手続が未了となっておりました。事後ながら、両取引とも平成16年１月に東京地方裁判所の指名した検査役の

検査を受け、財産価格は適正とする報告書の下、各譲受人の株主総会の決議を得ております。 

(注)株式会社エヌ・アイ・コーポレーションは平成17年９月30日に清算しております。 



年月 概要 

昭和27年12月 呉服問屋として広島県広島市中区に成宮織物株式会社を設立。 

昭和43年４月 セーターに新しい提案を託したブランド「ノバラ」「バルバラ・アージュ」を展示会発表。 

昭和45年２月 東京都品川区西五反田東京卸売センターに営業所開設。婦人アパレル市場に進出。 

昭和50年４月 大阪府大阪市東区京橋大阪マーチャンダイズマートに大阪支店開設。 

昭和52年６月 福岡県福岡市博多駅前福岡ファッションビルに福岡支店開設。 

昭和54年10月 東京都港区北青山に東京本社を開設し、株式会社ナルミヤに商号変更。 

昭和57年３月 海外ブランド「K-ファクトリー」がニューヨークデビュー。 

昭和58年８月 東京都渋谷区神宮前に第２東京本社ビル開設。 

昭和60年８月 子供向けブランド「MINI-K」を発表。 

昭和63年３月 子供向けブランド「mezzo piano」を発表。 

平成３年７月 株式会社ナルミヤをナルミヤエンタープライズ株式会社に商号変更。同社の呉服事業部とアパレ

ル事業部を分社独立。アパレル事業部は、株式会社ナルミヤ・インターナショナルとして発足。 

平成３年９月 ジュニアブランド「ANGEL BLUE」を発表。 

平成７年８月 株式会社エヌ・アイ・コーポレーションを設立。 

平成７年８月 レディースブランド「jusqua」を展示会発表。 

平成７年９月 株式会社ナルミヤ・インターナショナルより営業譲受。同時に株式会社ナルミヤ・インターナシ

ョナルへ商号変更。 

平成９年３月 フレンチテイストのカジュアルブランド「pom ponette」を展示会発表。 

平成10年３月 フレンチテイストのカジュアルブランド「pom ponette junior」を展示会発表。 

平成10年８月 ジュニアブランド「DAISY LOVERS」を展示会発表。 

平成11年３月 ストリートカジュアルブランド「BLUE CROSS」を展示会発表。 

平成11年８月 ジュニアブランド「mezzo piano junior」を展示会発表。 

平成12年１月 レディースブランド「Pink Papillon」を展示会発表。 

平成13年３月 東急百貨店吉祥寺店にジュニア４ブランド（「mezzo piano junior」「ANGEL BLUE」「DAISY  

LOVERS」「pom ponette junior」）を集結した「JUNIOR CITY」を出店。 

平成14年３月 「JUNIOR CITY」を渋谷109－②に出店し、ファッションビルにおける直営店の展開を開始。 

「商品化権許諾契約書」を株式会社バンダイと締結し、以後コラボレーション事業を開始。 

平成14年８月 ジュニアブランド「BLUE CROSS girls」を展示会発表。 

トドラーブランド「DAISY LOVERS Paradise kids」を展示会発表。 

平成14年12月 「JUNIOR CITY」を丸井今井札幌店に出店、喫茶店を併設。 

平成15年２月 柏そごう店にベビー・トドラー４ブランド（「MINI-K」「mezzo piano」「pom ponette」 

「DAISY LOVERS Paradise kids」）を集結した「HAPPY TOWN」を出店。 

平成15年12月 東京都港区北青山に本社事務所移転。本社・企画生産・営業部門を集約。 

平成16年３月 ベビー・トドラーブランド「MINI-K FACTORY」を展示会発表。 

平成16年８月 ベビー・トドラーブランド「ANGEL BLUE kids」を展示会発表。 

平成16年12月 東京都港区北青山に本社事務所移転。本社・企画生産・営業・レディース部門を集約。 

平成17年３月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式上場。 

平成17年11月 神奈川県川崎市川崎区に物流センター移転。 



３【事業の内容】 

 当社は、子供服の販売、婦人服の販売、その他の事業を営んでおります。当社が販売する商品は、ベビー（０歳～

2.5歳）・トドラー（３歳～９歳）及びジュニア（10歳～15歳）並びにヤングレディス（10代後半～20代以上）を対

象とし、商品は全て当社で企画・開発したものであり複数ブランドにて展開しております。これらの商品は、主に全

国主要百貨店（平成19年１月末現在において928売場の百貨店インショップでは、店頭の在庫管理を自社にて行い自

社販売社員が接客販売を行う）及び専門店等における卸売の他、当社直営店で小売を行っております。その他の事業

としましては、ライセンス事業があります。コラボレーション企業に対し当社の所有するブランド名、キャラクター

の商標使用権等を供与し、コラボレーション企業と協力して文具等の商品開発を行い、ロイヤリティを徴収するビジ

ネスを展開しております。 

 事業の系統図は、次のとおりであります。 

 （注）１ 当社のブランド名称、若しくはキャラクターを使用し、アパレル以外の分野における商品等を製造する企業

であります。 

２ 百貨店内の売場において、消費者に対して販売されたものについてのみ仕入が計上される取引であります。



３ 各事業に於けるブランド名は下記のとおりであります。 

４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、年間平均雇用人数を〔 〕外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数が前事業年度末に比し、199名減少しましたのは、新卒・キャリア採用ともに新規採用を大幅に抑

制したこと等によるものであります。 

(2）労働組合の状況 

 労使関係は概ね円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

事業 ブランド名 

ジュニアブランド 

ANGEL BLUE・mezzo piano junior・pom ponette junior・DAISY LOVERS・ 

BLUE CROSS girls・BLUE CROSS 

ベビー・トドラーブランド 

MINI-K・mezzo piano・pom ponette・DAISY LOVERS Paradise kids 

ANGEL BLUE kids 

ヤングレディスブランド jusqua・Pink Papillon 

  平成19年１月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

          1,409〔416〕 28.6 5.0 3,290,884 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当事業年度における我が国の経済は、企業の収益構造の改善による設備投資の増加や雇用状況の改善等による個人

消費の緩やかな回復等、景況感は回復基調にあるものの一方で円安による原材料価格の高騰や中国及び韓国経済の先

行きに不透明感が漂い始める等の懸念もあり、依然として予断を許さない状況で推移いたしました。 

当社が属するアパレル業界におきましては、天候不順等の影響により消費者の購買意欲は盛り上がりに欠け、経営

環境は引き続き楽観できる状況ではありません。 

このような状況の中で当社は、秋物商品より各ブランドのアイテムのデザインを大きく見直し、またキャラクター

を用いたアイテムの発注量を増やす等、市場のニーズとのギャップを修正し、業績の回復を図ってまいりました。 

 また、ファミリー顧客の購買行動が百貨店からショッピングセンターへと変化した市場の環境に合わせ、ショッピ

ングセンターへ７箇所、アウトレットへ２箇所出店し、併せて採算基準を下回る百貨店売場は撤退を進める等スクラ

ップアンドビルドを行ってまいりました。  

その他、新チャネルとして当社ウェブサイト内にオンラインショップを開設いたしました。オンラインショップは

子供服に限らず小物やコラボレーション企業のアイテムまで幅広く揃え、地方在住の潜在顧客、深夜時間帯の需要、

ギフト需要、当社ブランド未認知顧客の新規取込み等を目的としており次世代の主要チャネルの一角を担うよう経営

資源を投入してまいります。  

その他コラボレーション商品として、ウォルト・ディズニー・ジャパン株式会社とライセンス契約を締結し、世界

的人気を誇る「ふしぎの国のアリス」とコラボレーションしたアイテムを平成19年３月より展開することとなりまし

た。また、東芝ＥＭＩ株式会社との共同チャリティーイベントとして宇多田ヒカルさん初の童謡「ぼくはくま」とタ

イアップし「ぼくはくま」オリジナルＴシャツコンテストの開催が決定する等、「世界中の子供たちに夢を与える」

という企業理念に沿ったイベント等も積極的に取り組んでおります。  

以上の結果、当事業年度の業績は、売上高267億70百万円（前年同期比10.7％減）、経常利益６億14百万円（前年

同期比62.8％減）、当期純利益２億75百万円（前年同期比68.1％減）と前年を下回って推移しました。 

（ジュニアブランド） 

ジュニアファッションが進化する中でベビー・トドラー層とジュニア層の境界が曖昧となり、かつてのような顧客

層とサイズの比例関係が崩れつつあります。 

 当社のジュニアブランドにおいては、このような顧客の購買行動の変化を受けて各ブランドの特徴をより強調して

いく必要から、秋物以降のアイテムにおいて各ブランドのデザインの見直しを進めました。 

旗艦ブランドであるエンジェルブルーでは、アート感のあるグラフィックを多用してポップカジュアルの原点を目

指し、かわいいキャラクターたちを目立たせた明るく元気なイメージのアイテムを中心に投入いたしました。 

  ポンポネットジュニアでは、安定した式服需要の取込みを目的として、フレッシャーズアイテムを更に強化いたし

ました。  

また、当事業年度においては男児服市場の開拓にも力を入れてまいりました。当社の男児向けブランドであるブル

ークロスを中心として、プロ野球球団のヤクルトスワローズやＪリーグの横浜Ｆマリノスとのコラボレーションを通

じてスポーツ少年の取込みを強化いたしました。当社では男児服市場を潜在的な魅力を秘めた市場であると認識して

おり、今後もスポーツを通じて男の子の購買意欲を喚起し、訴求を図ってまいります。 

その他、店舗運営方針の改善策としてベビー・トドラーブランドを卒業したお客様をスムーズにジュニアブランド

へと導くために、同一従業員がベビー顧客からジュニア顧客までの対応を行う一気通貫型売場への転換を進めまし

た。 

  以上の結果、当事業年度の売上高は151億12百万円（前年同期比11.4％減）となりました。 

（ベビー・トドラーブランド） 

   ベビー・トドラーブランドにおきましては、新生児の取込みを目的とした各ブランドのベビーアイテムのみを集め

た売場「Ｈｉ！Ｂａｂｙショップ」の展開に取り組みました。 

また、ポンポネットの男児向け新レーベル「ポンポネットギャルソン」を新たに発表いたしました。「ポンポネッ

トギャルソン」はブルークロスの持つスポーツカジュアル路線とは異なり、洗練されたお洒落な男児服としてポンポ

ネットのもつ「高級感と品の良さ」を継承しながら、男の子らしいかっこ良さと清潔感を打ち出したフレンチテイス

トのカジュアルブランドとしてスポーツよりもお洒落に興味をもった男の子をターゲットにしています。 

  以上の結果、当事業年度の売上高は104億50百万円（前年同期比8.6％減）となりました。 



（ロイヤリティ収入） 

  当社は「子供たちのトータルライフをプロデュース」することを目的とし、異業種とのコラボレーションを進めて

おり、それぞれの分野のリーディングカンパニーを中心にお子様の生活全般に関わる商品を提供いたしております。

  当事業年度におきましては、新規に京都丸紅株式会社とメゾピアノ及びポンポネットの女児用浴衣のコラボレーシ

ョンを、また桐灰化学株式会社とメゾピアノ及びエンジェルブルーの使い捨てカイロのコラボレーションを行いまし

た。  

  以上の結果、当事業年度のロイヤリティ収入は、３億18百万円（前年同期比21.1％減）となりました。 

(２)キャッシュ・フローの状況 

    当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の残高は、前事業年度末の残高46億50百万円

に対して２億43百万円減少し、44億６百万円となりました。 

    当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

  当事業年度における営業活動の結果得られた資金は、７億54百万円(前年同期は５億48百万円の支出)となりま 

 した。 

  これは主に、税引前当期純利益３億97百万円、減価償却費３億57百万円、売上債権の減少３億16百万円等の収入   

があったものの、仕入債務の減少３億88百万円の支出があったことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当事業年度における投資活動の結果使用した資金は、12億48百万円(前年同期は３億95百万円の支出)となりま 

した。 

  これは主に、長期性預金の預入による支出５億円、新規出店及びリニューアル等に伴う有形固定資産取得による支出

４億96百万円の支出があったことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

  当事業年度における財務活動の結果得られた資金は、２億50百万円(前年同期は８億46百万円の収入)となりま 

 した。 

  これは、配当金の支払が２億75百万円あったものの株式の発行による収入が５億25百万円あったことによるものであ

ります。 



２【生産、仕入及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度における生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）仕入実績 

 当事業年度における仕入実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当事業年度における販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ その他の主な内容は、コラボレーション企業からの商品販売手数料収入等であります。 

事業 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

生産高（千円） 前年同期比（％） 

ジュニアブランド － － 

ベビー・トドラーブランド 72,447 39.9 

ヤングレディスブランド 119,292 114.7 

合計 191,740 67.1 

事業 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

仕入高（千円） 前年同期比（％） 

ジュニアブランド 6,595,248 89.0 

ベビー・トドラーブランド 4,694,072 91.2 

ヤングレディスブランド 387,315 76.4 

合計 11,676,637 89.4 

事業 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

販売高（千円） 前年同期比（％） 

ジュニアブランド 15,112,433 88.6 

ベビー・トドラーブランド 10,450,778 91.4 

ヤングレディスブランド 747,548 79.1 

ロイヤリティ収入 318,909 78.9 

その他 141,248 92.5 

合計 26,770,919 89.3 



４ 当事業年度における販売実績をブランド別に示すと、次のとおりであります。 

  ブランド 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

販売高（千円） 前年同期比（％） 

ジュニア 

ブランド 

ANGEL BLUE 3,626,124 79.5 

mezzo piano junior 2,878,371 86.9 

pom ponette junior 2,301,529 93.0 

DAISY LOVERS 2,749,741 94.5 

BLUE CROSS girls 1,397,129 87.6 

BLUE CROSS 2,159,537 97.8 

小  計 15,112,433 88.6 

ベビー・ 

トドラー 

ブランド 

MINI-K 1,571,085 68.7 

mezzo piano 5,342,549 92.3 

pom ponette 1,810,936 101.0 

DAISY LOVERS Paradise kids 919,386 101.2 

ANGEL BLUE kids 806,820 122.8 

小  計 10,450,778 91.4 

ヤング 

レディス 

ブランド 

jusqua 746,802 92.0 

Pink Papillon 746 0.6 

小  計 747,548 79.1 



３【対処すべき課題】 

  翌期の我が国経済の見通しといたしましては、中国及び韓国における経済的あるいは政治的リスクが高まる懸念が

依然として払拭できず、また国内においても景況感を下振れさせる各種リスクが少なからず見受けられるなど、引き

続き予断を許さない状況で推移すると予測されます。 

このような環境の下で、当社は既存の百貨店チャネルを充実させる一方、ショッピングセンター及びアウトレット

への出店を進めてまいります。そのためのショッピングセンター向け低価格ブランドの早期投入を目指します。 

国内売場のみならず、欧米への進出や自社オンラインショップでの取り扱い規模の拡大も併せて行い、百貨店以外

のチャネルの比率を高めることでリスクの分散を図ります。  

収益性の改善につきましては、中国国内で既に２箇所で稼動している物流拠点での取り扱い量を増加させ、物流と

それに付随するコストを低下させます。  

また、ブランドの持つイメージをより鮮明にし、ブランドごとの特色を生かした戦略を実行し易くするために、平

成19年２月よりブランド別事業部制への移行を進めております。事業部ごとの損益を明確にすることで、ブランド別

の問題点と対策を解り易くし、またブランドの強みと弱みに沿った営業戦略を事業部ごとに実行できるようにしま

す。 

４【事業等のリスク】 

 以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項を記載しております。なお、

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成19年４月27日)現在において、当社が判断したもので

あります。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存

であります。 

１．消費者の嗜好の変化等によるリスク 

 当社は、流行の変化が早く、商品のライフサイクルが短いファッション衣料業界に属しております。また、景気

の変動による個人消費の低迷や他社との競合に伴う市場の変化による影響を受けやすく、当初計画した売上が変動

する可能性があります。 

    特に、流行の変化が当社の想定するものと異なり、当社が消費者の嗜好に合致した商品を提供できない場合、販

売不振等により当社業績に影響が及ぶ可能性があります。また、当社の提供した商品が想定した以上に支持を受け

た場合には、短期間で急激な業績拡大をもたらす可能性がありますが、それが継続する保証はありません。 

２．少子化に伴うリスク 

    当社では、消費者の期待に応えられる商品を提供し続ける限りは少子化傾向が直接事業の衰退に結びつく可能性

は高くはないと考えております。当社は子供服事業に参入以降継続的な成長を遂げております。当社の強みである

企画力で、現在の事業規模を維持・拡大できるものと考えております。 

    また当社の今後の事業戦略である「海外展開」も少子化リスクの回避になると考えております。「海外展開」に

つきましては、既に出店している韓国および香港での売場の増設、及び将来的には台湾、中国、東南アジア諸国、

ヨーロッパ、アメリカへの進出も視野に入れております。 

    現状で市場環境に大きな変調は見られませんが、今後共少子化傾向が続くことにより、企業間競争はより厳しい

ものになると想定され当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  ３．気象状況などによるリスク 

    当社が取扱う子供服などのファッション商品は、気象状況により売上が変動しやすいため、生産体制について

は、リードタイムの短縮を図る等の対応をしております。しかし、冷夏暖冬など天候不順および台風などの予測で

きない気象状況により、大きな売上を獲得できる時期の業績伸び悩み等で当社業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

    また、地震や風水害等不測の自然災害や突発的な事故や火災等により営業の中断が発生した場合は、売上の減少

を引き起こす可能性があることから、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

４．海外に関するリスク 

 当社は、アジア市場での販売展開と仕入コスト削減のため、自社企画商品を中国の縫製メーカーなど海外へ生産

委託しております。また、中国国内に２箇所、物流拠点を設けております。当社の海外での販売実績は、全体の売

上に占める比率としては軽微なものですが、販売展開および委託生産の両面において、現地における天災、政変や

経済情勢、テロや戦争、地政学的問題などの社会情勢、知的財産権訴訟といったリスクが内在しております。（海

外からの仕入は全て円建て取引となっており、為替相場の変動による当社業績への直接的な影響はありません）そ

の場合には、海外での販売実績の低迷や、海外への委託生産が困難になり国内生産の比率を上げる等の問題が生じ



る可能性があるため、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５．業績の季節変動に伴うリスク 

 平成19年１月期における上半期・下半期別の売上高は、上半期の12,433百万円（通年の46.4％）に対して、下半

期が14,337百万円（通年の53.6％）となっており、上半期の売上高と比較して、下半期の売上高の比率が高くなっ

ております。その原因としては、商品単価の違い（上半期：春夏もの、下半期：秋冬もの）、年度内の売場開設・

既存店の売場拡大による下半期の売り場面積の増加等が挙げられます。従って、このような要因によって、今後と

も下半期への業績の偏りが生じる可能性があります。 

６．知的財産権に関するリスク 

 当社は、社内でデザインしたキャラクター等について商標登録を行っており、国内外で知的財産権の一部である

商標権を所有しており、商標権管理のための社内体制を構築しております。このような社内体制を構築しているに

も関わらず、第三者による権利侵害等により、ブランドイメージの低下や商品開発に悪影響を及ぼす等当社業績に

影響を与える可能性があります。 

７．代表者依存に伴うリスク 

 当社の代表取締役社長である成宮雄三は、当社の代表取締役として経営方針や戦略の決定、商品の企画等におい

て重要な役割を果たしております。 

 当社では、「創業者である社長個人の能力に依存する経営」から「会社の組織力を前提とした経営」への移行を

図っておりますが、何らかの要因により成宮社長の業務執行ができない事態となった場合、当社の業績へ大きな影

響が生じる可能性があります。 

８．情報に関するリスク 

 当社は、売場の販売促進活動の一環として、お客様の個人情報を取得し利用しております。個人情報をはじめと

する情報管理につきましては、社内規程の整備や社内教育の徹底により、管理体制を整備しておりますが、万一、

外部漏洩事件が発生した場合は、社会的信用問題や個人への賠償問題等、業績に影響を与える可能性があります。

９．販売先に関するリスク 

 当社は、販売先の経営状況については、信用度を把握するための内部体制を構築しております。しかしながら、

販売先の信用不安により、予期せぬ貸倒れリスクが顕在化し追加的な損失や引当の計上が必要となることがありま

す。この場合、当社業績に影響を与える可能性があります。 

  10．品質に関するリスク 

 当社は、衣料品の品質基準については社内に専門の部署を設置し、適切な基準をもって対応しております。この

ように社内管理体制の整備を行っているにもかかわらず、今後、自社又は仕入先などに起因する理由により、商品

の製造物責任に関わる製造物事故が発生した場合は、企業およびブランドイメージの低下を招いたり損害賠償の請

求により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

当社キャラクター等使用許諾契約 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。この財

務諸表の作成には、経営者による資産及び負債ならびに収益および費用の報告数値および開示に影響を与える見積り

を必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績や状況を勘案し合理的に判断を行なっております

が、見積り特有の不確実性により、これらの見積りと実際の結果との間に差異が生じる場合があります。 

 当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５[経理の状況]の財務諸表等の「重要な会計方針」に記載してお

りますが、特に次の重要な会計方針が財務諸表作成における重要な見積りと判断に大きな影響を及ぼすものと考えて

おります。 

(たな卸資産の評価基準及び評価方法) 

 商品・製品につきましては、個別法による原価法を採用しております。ただし、季越の商品で著しく価額が低下

し、回復する見込のないものについては、同種商品の過去の販売実績に照らし評価減を行い、期末たな卸高を評価替

え後の金額により計上しております。 

(引当金の計上基準) 

①貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③返品調整引当金 

 将来予想される売上返品に備えるため、過去の返品率等を勘案し、当該返品に伴う売上総利益相当額を計上してお

ります。 

④退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。

また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定年数（３年）による定額法により按

分した額を翌期から処理することとしております。 

(2) 当事業年度の経営成績の分析 

①(概要) 

「１ 業績等の概要 (１) 業績」をご参照下さい。 

②(売上高) 

 当事業年度における売上高は267億70百万円(前年同期比10.7％減)となりました。ジュニアブランドは151億12百万

円(同11.4％減)、ベビー・トドラーブランドは104億50百万円(同8.6％減)、ロイヤリティ収入は３億18百万円(同

21.1％減)となりました。 

会社名 契約内容 契約期間 

株式会社サカモト他23社 

（平成19年１月31日現在） 

特定の製品に対して当社特定デザイン・キャラク

ターを使用する権利の許諾。 

対価は標準小売価格に対して一定料率を乗じた金

額。 

原則として契約締結日から満１年 

（自動更新又は更新あり） 



③(販売管理費及び一般管理費) 

 販売管理費及び一般管理費は、145億78百万円(前年同期比6.0％減少)となり前年同期に比較して９億28百万円減少

いたしました。これは主に販売代行化による人件費の削減及び出店にともなう備品・消耗品費の削減によるもので

あります。 

④(営業外収益、営業外費用) 

 営業外収益は、２億26百万円(前年同期比7.5％減)となり前年同期に比較して18百万円減少いたしました。これは

主に仕入割引の減少によるものであります。 

 営業外費用は、４百万円(前年同期比87.0％減)となり前年同期に比較して31百万円減少いたしました。これは主に

新株発行費の減少によるものです。 

⑤(特別損益、法人税等) 

 特別損失は、222百万円(前年同期比123.0％増)となり、前年同期に比較して122百万円増加いたしました。これは

減損損失140百万円の発生によるものであります。また、法人税等として２億81百万円(同48.4％減)が発生してお

ります。前年同期に比較して２億63百万円減少しておりますが、これは主に課税所得の減少によるものでありま

す。 

(3) 当事業年度の財政状態の分析 

①(流動資産) 

 当事業年度末における流動資産の残高は、前事業年度末と比較して５億87百万円減少し111億85百万円となりまし

た。 

 その大きな要因は、債権回収の早期化による売掛金の減少３億42百万円によるものであります。 

②(固定資産) 

 当事業年度末における固定資産の残高は、前事業年度末と比較して４億97百万円増加し28億83百万円となりまし

た。その大きな要因は長期性預金５億円の預入によるものであります。 

 ③(流動負債) 

 当事業年度末における流動負債の残高は、前事業年度末と比較して５億71百万円減少し43億６百万円となりまし

た。その大きな要因は、支払手形の減少７億29百万円、設備支払手形の減少１億98百万円、買掛金の増加３億41百

万円によるものであります。 

④(純資産) 

 当事業年度末における純資産の残高は、前事業年度末と比較して５億24百万円増加し96億21百万円となりまし

た。その大きな要因は増資によるものであります。 

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①(キャッシュ・フローの状況) 

 当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比較して２億43百万円減少し、44億６百万円

となりました。 

 営業活動によって得られた資金は、７億54百万円(前事業年度は５億48百万円の支出)となりました。 

 投資活動によって使用された資金は、12億48百万円(前事業年度は３億95百万円の支出)となりました。 

 財務活動によって得られた資金は、２億50百万円(前事業年度は８億46百万円の収入)となりました。 

 なお、キャッシュ・フローの詳細は、「第２事業の状況、１.業績等の概要、(２)キャッシュ・フローの状況」に

記載のとおりであります。 

②(資金需要) 

 当事業年度においては、新規出店・売場改装にともなう有形固定資産の取得及び差入保証金の差入による支出、ま

た長期性預金の預入による支出がありましたが、株式発行による収入もあり、全額自己資金にてまかなっておりま

す。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社の設備投資は、小売店舗（取引先）における売場の新設およびリニューアル等による附属設備の入れ替えによ

る売場の活性化が中心であります。当事業年度の設備投資は、総額３億26百万円となっております。 

２【主要な設備の状況】 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、ソフトウェアであります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２ 現在休止中の設備はありません。 

  平成19年１月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（名） 建物 

（千円） 

車両運搬具及
び工具、器具
及び備品 

（千円） 

土地 
（千円） 

（面積㎡） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社・東京営業本部 

（東京都港区） 
事務所設備 35,827 33,787 

－ 

(－)
44,598 114,213 307 

福利厚生施設 

（東京都世田谷区） 
社員寮 11,381 － 

58,240 

(198.94)
－ 69,621 0 

福利厚生施設 

（川崎市高津区） 
社員寮 3,516 － 

8,000 

(37.9)
－ 11,516 0 

駐車場 

（東京都世田谷区） 
駐車場 － － 

232,700 

(595.05)
－ 232,700 0 

大阪支店 

（大阪市中央区） 
事務所設備 1,480 2,629 

－ 

(－)
111 4,220 79 

広島支店 

（広島市中区） 
事務所設備 － 597 

－ 

(－)
－ 597 21 

福岡支店 

（福岡市博多区） 
事務所設備 1,052 1,595 

－ 

(－)
－ 2,647 33 

百貨店 

（全国） 

（928ヶ所） 

売場設備 328,460 1,821 
－ 

(－)
－ 330,282 940 

渋谷109－②店 

（東京都渋谷区） 
売場設備 7,828 － 

－ 

(－)
－ 7,828 11 

合計 389,547 40,431 
298,940 

(831.89)
44,709 773,628 1,391 



３ 主要な賃借設備として、以下のものがあります。 

４ 主要なリース設備として、以下のものがあります。 

 上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 年間賃借料（千円） 

本社・東京営業本部 

（東京都港区） 
事務所設備 523,340 

物流センター 

（神奈川県川崎市） 
物流センター 38,367 

大阪支店 

（大阪市中央区） 
事務所設備 107,870 

広島支店 

（広島市中区） 
事務所設備 14,400 

福岡支店 

（福岡市博多区） 
事務所設備 47,095 

渋谷109－②直営店 

（東京都渋谷区） 
売場設備 66,884 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 台数 リース期間 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

本社 

（東京都港区） 

基幹システム 

（ハード及びソフト） 
一式 ５年 55,255 216,419 

本社 

（東京都港区） 

基幹システム 

（ハード） 
一式 ５年 11,156 34,398 

本社 

（東京都港区） 

展示会ＯＣＲ受注集計

システム 
一式 ５年 3,324 554 

本社 

（東京都港区） 

会計システム 

（ハード及びソフト） 
一式 ５年 3,912 7,824 

本社 

（東京都港区） 

会計システム 

（ＳＥ支援第２フェー

ズ） 

一式 ５年 1,037 2,248 

本社 

（東京都港区） 

会計システム 

（ＳＥ支援第３フェー

ズ） 

一式 ５年 600 1,400 

本社 

（東京都港区） 
給与システム 一式 ５年 2,472 5,974 

本社 

（東京都港区） 
基幹システム追加開発 一式 ５年 2,437 26,812 

本社 

（東京都港区） 

基幹システム 

（カスタマイズ１フェ

ーズ） 

一式 ５年 1,192 13,117 

本社 

（東京都港区） 

基幹システム 

（カスタマイズ２フェ

ーズ） 

一式 ５年 2,228 24,513 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 設備投資については、市場動向、投資効率等を総合的に勘案し実施しております。 

 なお、平成19年１月31日現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設等 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．予算金額には店舗賃借に係る差入保証金が含まれております。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

設備名 設備の内容 
予算金額 

（百万円） 
既支払額 

資金調達方
法 

着工年月 完成予定年月 

 ショッピングモール（約10ヶ所）インショップ 店舗新設  195 －  自己資金   平成19年９月   平成20年１月

 百貨店インショップ約19店  店舗新設 45  －  自己資金   平成19年９月   平成20年１月

 百貨店インショップ約114店 店舗改装  188 －  自己資金    平成19年２月   平成20年１月

合計  － 428  －  －  －  － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は次のとおりです。

① 平成16年12月15日臨時株主総会決議 

（注）１ 当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権の行使による場合を除

く）、次の算定により行使金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

前記計算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。また、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 320,000 

計 320,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成19年１月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年４月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 109,300 109,300 ジャスダック証券取引所 － 

計 109,300 109,300 － － 

 
事業年度末現在 

（平成19年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年３月31日） 

新株予約権の数（個） 845 845 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 845 845 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 211,250,000 211,250,000 

新株予約権の行使期間 
平成18年12月16日から 

 平成26年12月15日まで 

平成18年12月16日から 

 平成26年12月15日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  250,000 

資本組入額 125,000 

発行価格  250,000 

資本組入額 125,000 

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ (注)４ 

代用払込みに関する事項  －  －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  －  

       
既発行株式数＋

新規発行株式数 ×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割または併合の比率



範囲で適切に行使価額の調整を行うものとする。 

２ 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当

たりの払込金額に付与株式数を乗じた額とする。また、株式１株当たりの払込金額は、株式公開時の発行価

格とする。 

３ 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の行使時に、新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という）が、当社ならびに当社の

子会社及び関連会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職その他当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合（死亡の場合を除

く。）はこの限りでない。 

② ①にかかわらず、対象者が行使期間開始日後に死亡した場合、対象者の相続人は、新株予約権を行使する

ことができる。 

③ 対象者は、当社普通株式が株式会社ジャスダック証券取引所に上場された後に株価が新株予約権の行使に

際して払込みをすべき１株当たりの金額を10％以上上回っている場合に限り当社に対して権利行使の申込

を行うことができるものとすること。 

４ 新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を受けなければならない。 



② 平成17年４月27日定時株主総会決議 

（注）１ 当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権の行使による場合を除

く）、次の算定により行使金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

前記計算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。また、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な

範囲で適切に行使価額の調整を行うものとする。 

２ 新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当

たりの払込金額に付与株式数を乗じた額とする。また、株式１株当たりの払込金額は、株式公開時の発行価

格とする。 

３ 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の行使時に、新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という）が、当社ならびに当社の

子会社及び関連会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職その他当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合（死亡の場合を除

く。）はこの限りでない。 

② ①にかかわらず、対象者が行使期間開始日後に死亡した場合、対象者の相続人は、新株予約権を行使する

ことができる。 

③ 対象者は、当社普通株式が株式会社ジャスダック証券取引所に上場された後に株価が新株予約権の行使に

際して払込みをすべき１株当たりの金額を10％以上上回っている場合に限り当社に対して権利行使の申込

を行うことができるものとすること。 

４ 新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を受けなければならない。 

 
事業年度末現在 

（平成19年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年３月31日） 

新株予約権の数（個） ５ ５ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －  －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） ５ ５ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,350,610 1,350,610 

新株予約権の行使期間 
平成19年４月28日から 

 平成27年４月27日まで 

平成19年４月28日から 

 平成27年４月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  270,122 

資本組入額 135,061 

発行価格  270,122 

資本組入額 135,061 

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ (注)４ 

代用払込みに関する事項  －   － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －   － 

       
既発行株式数＋

新規発行株式数 ×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割または併合の比率



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 新株予約権の行使による増加であります。 

２ 株式分割（１：80）によるものであります。 

３ 有償一般募集(ブックビルディング方式による募集) 

  発行株数     5,300株 

  発行価格    250,000円 

  資本組入額    93,500円 

  払込金総額 1,245,500千円 

４ 新株予約権の行使による増加であります。 

５ 新株予約権の行使による増加であります。 

(5）【所有者別状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年12月26日 

(注)１ 
80 1,080 100,000 150,000 100,000 100,000 

平成16年５月15日 

(注)２ 
85,320 86,400 － 150,000 － 100,000 

平成17年３月８日 

(注)３ 
5,300 91,700 495,550 645,550 749,950 849,950 

平成17年12月28日 

(注)４ 
640 92,340 10,000 655,550 10,000 859,950 

平成18年２月１日～

平成19年１月31日 

(注)５ 

16,960 109,300 265,000 920,550 265,000 1,124,950 

  平成19年１月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － ９  16 83 11 10  11,840 11,969 － 

所有株式数

（株） 
－ 3,697 591 6,636 4,130 79  94,167 109,300 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 3.38 0.54 6.07 3.78 0.07 86.16 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成19年１月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

成宮 雄三 東京都世田谷区 27,200 24.89 

成宮 一雄 東京都港区 10,989 10.05 

成宮 正雄 東京都世田谷区 5,070 4.64 

成宮 道雄 東京都世田谷区 5,070 4.64 

有限会社ＫＭＲ 東京都港区南麻布４-９-34-304 4,800 4.39 

成宮 房子 東京都世田谷区 4,000 3.66 

ジェーピー モルガン チェ

ース バンク 380535（常任

代理人 株式会社みずほコー

ポレート銀行兜町証券決済業

務室） 

5,RUE PLAETIS,L-2338 LUXEMBOURG（東京

都中央区兜町６-７） 
1,646 1.51 

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル（常任代理

人 ゴールドマン・サックス

証券会社東京支店）  

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K

（東京都港区六本木６-10-１）  
1,314 1.20 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１-８-11 1,107 1.01 

川崎 尊治 名古屋市天白区 1,100 1.01 

計 － 62,296 57.00 

  平成19年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   109,300 109,300 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 109,300 － － 

総株主の議決権 － 109,300 － 

  平成19年１月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づき発行されたストックオプション制度は以下の通りであります。な

お、平成14年12月５日開催の臨時株主総会でストックオプション制度を決議し、同日に在籍する当社取締役１名、

当社従業員１名に付与されたストックオプションは、平成18年３月23日をもってすべて行使され、残高はありませ

ん。  

① 第３回新株予約権 

② 第４回新株予約権 

決議年月日 平成16年12月15日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役(6)、監査役(1)、従業員(132) 

新株予約権の目的となる株式の種類 (２)新株予約権等の状況を参照 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

決議年月日 平成17年４月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の従業員(1) 

新株予約権の目的となる株式の種類 (２)新株予約権等の状況を参照 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 



③ 第５回新株予約権 

 （注）１ 付与対象者は、後日開催される当社取締役会決議をもって決定いたします。 

    ２ ①各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

      ②その他の条件については株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた対象

者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

決議年月日 平成18年４月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役、監査役及び従業員（注１） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 1,000株を上限 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たりの払込金額に付与株式数を乗じた金額 

新株予約権の行使期間 平成20年４月28日～平成28年４月27日 

新株予約権の行使の条件 （注２） 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、利益配分につきましては、将来の企業体質の強化および積極的な事業展開のために内部留保を続けること

と業績に見合った配当を目指していくことを基本方針としております。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり3,000円の配当を実施することに決定いたしまし

た。この結果、当期の配当性向は116.9%となりました。 

 内部留保資金につきましては、新規ブランド開発のための資金や、新規出店および売場改装のための設備資金に充

当し、事業の拡大および利益の向上に努めていきたく考えております。 

 期末配当については、定時株主総会決議により決定いたしますが、当社は取締役会の決議をもって、毎年７月31日

を基準日として会社法454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。ただし、現

在のところ、上述の内部留保の充実の観点から、中間配当は行っておらず、期末配当のみを実施する方針でありま

す。 

 当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成17年３月９日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり配当額 

(円) 

 平成19年４月26日 

定時株主総会決議 
327 3,000 

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 

決算年月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 

最高（円） － － － 442,000 282,000 

最低（円） － － － 194,000 58,000 

月別 平成18年８月 ９月 10月 11月 12月 平成19年１月 

最高（円） 93,500 113,000 79,200 76,400 72,900 73,900 

最低（円） 77,600 66,500 65,000 58,000 59,900 62,900 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

代表取締役 

社長   
  成宮 雄三 昭和11年10月12日生

昭和34年４月 株式会社髙島屋入社 

昭和50年３月 成宮織物株式会社（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

同社取締役常務 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

代表取締役社長 

平成７年８月 当社代表取締役社長（現任） 

(注)４  27,200 

常務取締役 営業統括本部長 林原 剛 昭和22年１月30日生

昭和44年４月 (株)東食入社 

昭和49年２月 成宮織物株式会社（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

取締役東京営業本部長 

平成７年８月 当社取締役東京営業本部長 

平成13年２月 同常務取締役東京営業本部長 

平成18年11月 同常務取締役営業統括本部長

（現任） 

同上  － 

常務取締役 
管理本部長兼 

経営企画室長 
中村 吉次郎 昭和18年１月28日生

昭和41年４月 株式会社福岡相互銀行入行 

昭和52年５月 成宮織物株式会社（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

取締役総務部長 

平成５年８月 同取締役福岡支店長 

平成７年８月 当社取締役福岡支店長 

平成15年４月 同監査役 

平成16年４月 同取締役福岡支店長 

平成17年４月 同取締役管理本部副本部長（大

阪支店、福岡支店管掌） 

平成17年６月 同取締役管理本部長 

平成18年２月 同常務取締役管理本部長兼経営

企画室長（現任） 

同上  － 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 
企画室チーフデ

ィレクター 
佐々木 絹子 昭和30年８月13日生

昭和52年４月 株式会社フジスター入社 

昭和62年10月 株式会社ナルミヤ（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

企画チーフデザイナー 

平成７年８月 当社企画ディレクター 

平成13年２月 同取締役企画ディレクター 

平成17年４月 同取締役企画室チーフディレク

ター（現任） 

(注)４  － 

取締役 
新規事業開 

発室長 
西浦 宣和 昭和28年９月24日生

昭和51年４月 成宮織物株式会社（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

企画室長 

平成７年８月 当社生産管理室長 

平成16年４月 同取締役生産管理室長 

平成16年９月 同取締役新規事業開発室長兼プ

レス室管掌 

平成18年３月 同取締役生産管理部長兼新規事

業開発室長 

平成18年９月 同取締役新規事業開発室長(現

任) 

同上  － 

取締役 東京支店長 青木 日出治 昭和31年４月12日 

昭和55年４月 成宮織物株式会社（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

マネージャー 

平成12年４月 当社子供服営業統括部長 

平成17年４月 同取締役東京営業本部営業統括

部長 

平成18年11月 同取締役東京支店長(現任) 

同上  － 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 大阪支店長 福永 博之 昭和27年７月18日 

昭和52年４月 成宮織物株式会社（現ナルミヤ

エンタープライズ株式会社）入

社 

平成３年７月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル（現株式会社エヌ・ア

イ・コーポレーション（注））

チーフマネージャー 

平成４年４月 当社第一事業部長 

平成12年４月 同大阪支店営業統括部長 

平成17年４月 同取締役大阪支店営業統括部長 

平成18年９月 同取締役大阪支店長(現任) 

(注)４  － 

取締役 
企画室チーフデ

ィレクター 
松下 東海雄 昭和36年４月21日生

昭和59年４月 株式会社レナウン入社 

平成２年10月 同社退社 

平成２年11月 株式会社東京セントラルモード

入社 

平成５年３月 同社退社 

平成５年５月 株式会社イノセンテ入社 

平成９年３月 同社退社 

平成９年３月 デザインネットワーク設立 

平成10年３月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル入社企画室チーフデザ

イナー 

平成13年２月 同企画ディレクター 

平成17年４月 同取締役企画室チーフディレク

ター(現任) 

同上  － 

常勤監査役 － 橋本 光春 昭和23年２月26日生

昭和45年４月 株式会社太陽銀行入行（現 株

式会社三井住友銀行） 

平成９年10月 同行退社 

平成９年11月 さくらフレンド証券株式会社入

社 

平成15年３月 同社退社 

平成15年４月 株式会社トーメイ入社 

平成18年４月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル常勤監査役（現任） 

(注)５  － 

 



 （注）１．成宮織物株式会社は昭和54年10月に株式会社ナルミヤに、平成３年７月に株式会社ナルミヤからナルミヤエ

ンタープライズ株式会社に商号変更しております。 

２. 株式会社エヌ・アイ・コーポレーションは平成17年９月に清算しております。 

３. 常勤監査役 橋本光春、監査役 戸田 英及び監査役 小川賢一は、会社法第２条第16号に定める社外監査

役であります。 

４. 平成18年４月27日就任後、２年以内の最終決算期に関する定時株主総会の終結まで。 

５. 平成18年４月27日就任後、４年以内の最終決算期に関する定時株主総会の終結まで。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

監査役 － 戸田 英 昭和10年１月31日生

昭和34年３月 株式会社髙島屋入社 

昭和62年２月 同社東京店店次長（人事、総

務、経理、物流担当） 

平成３年３月 株式会社横浜髙島屋横浜店店次

長（経理担当） 

平成５年３月 髙島屋クレジット株式会社代表

取締役社長 

平成７年６月 アディロン株式会社監査役 

平成16年４月 同社退任 

平成16年４月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル監査役（現任） 

(注)５  － 

監査役 － 小川 賢一 昭和40年８月10日生

平成２年９月 公認会計士辻会計事務所入所 

平成17年６月 辻・本郷税理士法人退社 

平成17年７月 あいわ税理士法人入社 

平成18年４月 株式会社ナルミヤ・インターナ

ショナル監査役（現任） 

同上  － 

        計   27,200 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) 基本的な考え方 

   当社は、顧客や株主をはじめとするすべてのステークホルダーの視点から、企業経営の効率性、透明性を高めるこ

とを通じて企業価値の持続的な向上を図ることをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針、目的としております。

(2) 会社の機関の内容および内部統制の整備の状況 

   ①当社は取締役会を原則月に１回開催し、必要の都度臨時取締役会を開催し重要事項の決定を行っております。取

締役会は当事業年度末現在８名で構成されており、それぞれの役割分担を明確化して職務にあたっております。 

②当社は監査役制度を採用しており、当事業年度末現在監査役３名（常勤監査役１名）で取締役会の監視、取締役

の業務執行に対する監督および会計監査を行っております。 

③当社における内部統制の整備・運用は、リスクマネジメントの観点から会社の財産保全と業務の効率性向上に焦

点をあて、経営企画室が業務処理の実態を調査し、業務改善の提案、不測の事態に備え予防策の策定を行っており

ます。また、経営企画室の内部監査担当者１名が毎月業務監査を実施しております。 

④コンプライアンスにつきましては、法令遵守はもとより、全社員が誠実かつ適切な行動ができるよう、随時社員

教育を行い、倫理観および価値観の共有を図っております。なお、高度な法律判断を必要とする場合、顧問弁護士

から適時アドバイスを受けております。 

当社の内部統制システムとリスク管理体制の整備状況は以下のとおりであります。 

(3) 会計監査の状況 

 会計監査業務については、みすず監査法人と監査契約を締結しております。同監査法人は、業務の一時停止の行政

処分をうけたため、一時会計監査人として前川昌之公認会計士を選任いたしました。 

 また、これまでの監査実績及び監査の継続性に鑑み、みすず監査法人を業務停止期間が経過した平成18年９月１日

付で一時会計監査人に選任いたしました。なお、前川昌之公認会計士は平成18年９月26日付で一時会計監査人を辞任

しております。 

 みすず監査法人につきましては、平成19年４月26日開催の定時株主総会において、改めて当社の会計監査人に選任

しております。 

 なお、同監査法人は、大手監査法人等と、将来におけるみすず監査法人の社員及び職員の全部又は一部の移籍につ

いて協議することについて合意した旨報道されておりますが、仮に、当会社の担当会計士が他の監査法人に移籍した

場合は、その移籍先等の事情を勘案して、会計監査人の変更又は一時会計監査人の選任等、適切な対応を図る所存で

あります。 

 同監査法人又は業務執行社員との間に特別な利害関係はありません。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員       坂本 裕子 

指定社員 業務執行社員       湯浅 信好 

指定社員 業務執行社員       村田 征仁 

（注）１ 継続監査年数は、７年以内であるため記載を省略しております。 

    ２ 監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士11名、会計士補４名、その他２名であります。 



(4) 役員報酬の内容 

 当社の取締役は全員社内取締役であり、当事業年度におけるこれらの取締役に対する報酬は総額228百万円であり

ます。また、当社の監査役に対する報酬は総額９百万円であります。 

(5) 監査報酬の内容 

当社は、みすず監査法人と証券取引法に基づく監査について監査契約を締結しており、当事業年度における公認会

計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は総額14百万円であります。 

(6) 社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係 

社外監査役との利害関係はありません。 

(7) 取締役の定数 

  当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。 



第５【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前事業年度（平成17年２月１日から平成18年１月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成17年２月１日から平成18年１月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書きに

より、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年２月１日から平成18年１月31日まで）の

財務諸表については中央青山監査法人により監査を受け、また、当事業年度（平成18年２月１日から平成19年１月31

日まで）の財務諸表についてはみすず監査法人により監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日付で名称をみすず監査法人に変更しております。 

３ 連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年１月31日） 
当事業年度 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１ 現金及び預金     4,650,441     4,406,594  

２ 受取手形     52,024     80,047  

３ 売掛金     4,601,913     4,259,009  

４ 商品・製品     2,003,797     1,988,524  

５ 原材料     3,049     3,819  

６ 仕掛品     4,803     9,444  

７ 前払費用     78,028     79,205  

８ 繰延税金資産     75,546     252,508  

９ 未収入金     74,528     27,422  

10 未収法人税等     154,729     －  

11 その他     87,478     88,861  

貸倒引当金     △13,500     △10,413  

流動資産合計     11,772,841 83.1   11,185,025 79.5 

Ⅱ 固定資産              

１ 有形固定資産              

(1）建物   1,949,788     1,737,312    

減価償却累計額   1,344,359 605,429   1,347,765 389,547  

(2）車両運搬具   13,824     9,644    

減価償却累計額   9,020 4,803   7,683 1,961  

(3）工具、器具及び備品   114,491     127,283    

減価償却累計額   66,304 48,187   88,814 38,469  

(4）土地     298,940     298,940  

有形固定資産合計     957,360 6.8   728,918 5.2 

２ 無形固定資産              

(1）ソフトウェア     47,416     44,709  

無形固定資産合計     47,416 0.3   44,709 0.3 

 



   
前事業年度 

（平成18年１月31日） 
当事業年度 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産              

(1）投資有価証券     38,659     34,318  

(2）長期貸付金     3,887     628  

(3）破産債権、更生債権
その他これらに準ず
る債権 

    33,912     9,272  

(4）繰延税金資産     69,382     93,081  

(5）差入保証金     880,416     969,178  

(6）長期性預金     －     500,000  

(7）保険積立金     347,296     465,438  

(8）その他     40,625     46,713  

貸倒引当金     △32,504     △8,651  

投資その他の資産合計     1,381,675 9.8   2,109,980 15.0 

固定資産合計     2,386,452 16.9   2,883,609 20.5 

資産合計     14,159,294 100.0   14,068,634 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１ 支払手形     1,080,046     350,166  

２ 買掛金     2,354,945     2,695,994  

３ 未払金     396,075     359,931  

４ 未払費用     446,240     450,166  

５ 未払法人税等     －     53,000  

６ 未払消費税等     －     2,705  

７ 前受金     47,434     23,974  

８ 預り金     71,580     76,981  

９ 賞与引当金     102,343     105,256  

10 返品調整引当金     30,065     34,334  

11 設備支払手形     348,879     150,564  

12 その他     298     3,671  

流動負債合計     4,877,910 34.5   4,306,746 30.6 

Ⅱ 固定負債              

１ 退職給付引当金     163,947     119,706  

２ 預り保証金     20,255     20,261  

固定負債合計     184,203 1.3   139,968 1.0 

負債合計     5,062,113 35.8   4,446,714 31.6 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年１月31日） 
当事業年度 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※１   655,550 4.6   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

資本準備金   859,950     －    

   資本剰余金合計     859,950 6.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１ 利益準備金   12,500     －    

２ 任意積立金              

   別途積立金   6,000,000     －    

３ 当期未処分利益   1,559,650     －    

利益剰余金合計     7,572,150 53.5   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    9,530 0.0   － － 

資本合計     9,097,181 64.2   － － 

負債資本合計     14,159,294 100.0   － － 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年１月31日） 
当事業年度 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   920,550 6.5 

２ 資本剰余金               

(1）資本準備金   －     1,124,950     

資本剰余金合計     － －   1,124,950 8.0 

３ 利益剰余金               

(1）利益準備金   －     12,500     

(2）その他利益剰余金               

別途積立金   －     7,000,000     

繰越利益剰余金   －     557,676     

利益剰余金合計     － －   7,570,176 53.8 

株主資本合計     － －   9,615,676 68.3 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価差
額金 

    － －   6,243   

評価・換算差額等合計     － －   6,243 0.1 

純資産合計     － －   9,621,919 68.4 

負債純資産合計     － －   14,068,634 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     29,993,846 100.0   26,770,919 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１ 商品・製品期首たな卸高   1,835,211     2,003,797    

２ 当期商品仕入高   13,062,525     11,676,637    

３ 当期製品製造原価   143,114     104,064    

合計   15,040,850     13,784,499    

４ 商品・製品期末たな卸高   2,003,797 13,037,052 43.5 1,988,524 11,795,975 44.1 

返品調整引当金繰入額     30,065     34,334  

返品調整引当金戻入額     △23,171     △30,065  

売上総利益     16,949,899 56.5   14,970,675 55.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   15,507,797 51.7   14,578,814 54.4 

営業利益     1,442,102 4.8   391,860 1.5 

Ⅳ 営業外収益              

１ 受取利息   795     10,144    

２ 仕入割引   217,303     183,436    

３ 雑収入   27,314 245,413 0.8 33,412 226,993 0.8 

Ⅴ 営業外費用              

１ 新株発行費   21,925     4,543    

２ 株式公開費用   8,841     －    

３ 雑損失   5,126 35,893 0.1 119 4,662 0.0 

経常利益     1,651,621 5.5   614,192 2.3 

               
 



   
前事業年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１ 貸倒引当金戻入益   － － － 5,490 5,490 0.0

Ⅶ 特別損失              

１ 固定資産除却損 ※２ 69,905     81,480     

２ 固定資産売却損 ※２ －     269     

３ 減損損失 ※３ －     140,453     

４ 賃借契約解約違約金   29,716 99,622 0.3 － 222,202 0.8 

税引前当期純利益     1,551,999 5.2   397,479 1.5 

法人税、住民税 
及び事業税 

  544,864     281,384    

法人税等追徴税額   －     113,116     

未払法人税等取崩額    －     △73,661     

法人税等調整額    144,322 689,187 2.3 △198,404 122,433 0.5 

当期純利益     862,811 2.9   275,045 1.0 

前期繰越利益     696,838     －  

当期未処分利益     1,559,650     －  

               



製造原価明細書 

   
前事業年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   54,427 37.5 49,549 45.6 

Ⅱ 外注加工費   90,803 62.5 59,155 54.4 

当期総製造費用   145,231 100.0 108,705 100.0 

期首仕掛品たな卸高   2,686   4,803  

合計   147,917   113,509  

期末仕掛品たな卸高   4,803   9,444  

当期製品製造原価   143,114   104,064  

           

原価計算の方法 

原価計算の方法は、品番別の 

実際個別原価計算であります。 

原価計算の方法 

同左 



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年１月31日 残高 
（千円） 

655,550 859,950 12,500 6,000,000 1,559,650 7,572,150 9,087,650 

事業年度中の変動額              

新株の発行 265,000 265,000         530,000 

別途積立金の積立        1,000,000 △1,000,000 － － 

剰余金の配当         △277,020 △277,020 △277,020 

当期純利益         275,045 275,045 275,045 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

              

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

265,000 265,000 － 1,000,000 △1,001,974 △1,974 528,025 

平成19年１月31日 残高 
（千円） 

920,550 1,124,950 12,500 7,000,000 557,676 7,570,176 9,615,676 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年１月31日 残高 
（千円） 

9,530 9,530 9,097,181 

事業年度中の変動額      

新株の発行     530,000 

別途積立金の積立     － 

剰余金の配当     △277,020 

当期純利益     275,045 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△3,287 △3,287 △3,287 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△3,287 △3,287 524,738 

平成19年１月31日 残高 
（千円） 

6,243 6,243 9,621,919 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税引前当期純利益   1,551,999 397,479 

減価償却費   427,575 357,180 

減損損失   － 140,453 

退職給付引当金の減少額   △22,367 △44,240 

貸倒引当金の減少額   △574 △26,939 

賞与引当金の増加（△：減少）額   △53,716 2,912 

返品調整引当金の増加額   6,894 4,268 

受取利息及び受取配当金   △795 △10,144 

有形固定資産除却損   69,905 81,480 

有形固定資産売却損   － 269 

売上債権の減少額   621,901 316,059 

たな卸資産の減少（△：増加）額   △171,113 9,862 

仕入債務の減少額   △1,016,074 △388,830 

その他流動資産の減少（△：増加）額   △28,867 77,164 

その他流動負債の減少額   △526,042 △53,989 

その他   21,935 4,515 

小計   880,659 867,500 

利息及び配当金の受取額   795 6,584 

法人税等の支払・還付額   △1,429,731 △119,838 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △548,276 754,246 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

長期性預金の預入による支出   － △500,000 

貸付金の回収による収入   5,663 3,259 

有形固定資産の取得による支出   △416,700 △496,604 

有形固定資産の売却による収入   － 1,497 

無形固定資産の取得による支出   △4,963 △12,555 

差入保証金の差入による支出   △99,727 △159,397 

差入保証金の返還による収入   149,950 41,577 

保険積立金の積立による支出   △118,142 △118,142 

保険積立金の解約による収入   89,962 － 

その他   △1,202 △7,731 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △395,160 △1,248,096 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

配当金の支払額   △397,440 △275,454 

株式発行による収入   1,243,574 525,456 

財務活動によるキャッシュ・フロー   846,134 250,002 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額   △97,302 △243,847 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   4,747,743 4,650,441 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 4,650,441 4,406,594 

        



⑤【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

（平成18年４月27日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     1,559,650 

Ⅱ 利益処分額      

１ 配当金   277,020  

２ 任意積立金  

 (1) 別途積立金   1,000,000 1,277,020

Ⅲ 次期繰越利益  
 

282,630 

     



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

により評価しております（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

により評価しております（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）。 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

① 商品・製品 

個別法による原価法 

 ただし、季越の商品で著しく価額

が低下し、回復する見込のないもの

については、同種商品の過去の販売

実績に照らし評価減を行い、期末た

な卸高を評価替え後の金額により計

上しております。 

① 商品・製品 

同左 

   当該評価減の金額は297,419千円で

あります。 

 当該評価減の金額は344,971千円で

あります。 

  ② 原材料 

個別法による原価法 

② 原材料 

同左 

  ③ 仕掛品 

個別法による原価法 

③ 仕掛品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降取得の建物

（建物附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。 

① 有形固定資産 

 同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。ただ

し、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間に基づ

く定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 ① 新株発行費 

支出時に全額費用処理しておりま

す。 

① 新株発行費 

       同左 

５ 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

  ③ 返品調整引当金 

 将来予想される売上返品に備えるた

め、過去の返品率等を勘案し、当該返

品に伴う売上総利益相当額を計上して

おります。 

③ 返品調整引当金 

同左 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期

末における退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。また、数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間内

の一定年数（３年）による定額法によ

り按分した額を翌期から処理すること

としております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これにより減損損失140,453千円を特別損失として計上し

ております。 

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は9,621,919千円で

あります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
 至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
 至 平成19年１月31日） 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第９

号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以

後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

この結果、販売費及び一般管理費が55,146千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が55,146千円

減少しております。 

────── 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成18年１月31日） 

当事業年度 
（平成19年１月31日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 ※１        ―――― 

授権株式数 普通株式 320,000株

発行済株式総数 普通株式 92,340株

 

 ２ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する金額は

9,530千円であります。 

 ２        ―――― 

  

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

(1）販売促進費 971,558千円

(2）給与手当 4,839,895千円

(3）雑給与 3,134,707千円

(4）法定福利費 600,934千円

(5）賞与引当金繰入額 102,343千円

(6）減価償却費 427,575千円

(7）地代家賃 896,444千円

(8）備品・消耗品費 721,231千円

(1）販売促進費  856,863千円

(2）給与手当 4,456,693千円

(3）雑給与 3,044,085千円

(4）法定福利費 672,273千円

(5）賞与引当金繰入額 105,256千円

(6）減価償却費 357,180千円

(7）地代家賃 920,391千円

(8）備品・消耗品費 588,351千円

 販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の

割合は概ね次のとおりであります。 

 販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の

割合は概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用 約53％

一般管理費に属する費用 約47％

販売費に属する費用 約52％

一般管理費に属する費用 約48％

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 69,206千円

工具、器具及び備品 572千円

車両運搬具 127千円

合計 69,905千円

建物       71,202千円

工具、器具及び備品    15千円

車両運搬具    62千円

原状回復撤去費用 10,200千円

合計       81,480千円

          ――――    固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具  269千円

合計 269千円

 



前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

          ―――― ※３ 減損損失 

     当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上しております。 

 
用途 種類 地域 

金額 

(千円) 

 売場内装

設備 

 建物付属

設備 
 東京地区 89,708 

 売場内装

設備 

 建物付属

設備 
 大阪地区 31,908 

 売場内装

設備 

 建物付属

設備 
 広島地区 3,633 

 売場内装

設備 

 建物付属

設備 
 福岡地区 15,202 

計  140,453 

 
 （グルーピングの方法） 

  当社は売場内装設備については、ブランド別にグル

ーピングしております。また社宅等は共用資産と

し、その他賃貸用不動産については個別物件単位で

グルーピングしております。 

   （経緯）   

  減損損失を計上した資産グループは、割引前将来キ

ャッシュ・フロー総額が帳簿価額に満たないため、

帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

   （回収可能価額の算定方法等）   

  回収可能価額は使用価値により測定しております。

上記資産グループについては、今後も損失が予想さ

れるため、帳簿価額全額を減損損失に計上しまし

た。 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加16,960株は、新株予約権の権利行使による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 92,340 16,960 － 109,300 

合計 92,340 16,960 － 109,300 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数  
当事業年度
末残高 前事業年度

末 
当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

提出会社 
ストック・オプションとして

の新株予約権 
普通株式 － － － － － 

合計 － － － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年４月27日 

定時株主総会 
普通株式 277,020 3,000 平成18年１月31日 平成18年４月28日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年４月26日 

定時株主総会 
普通株式 327,900  利益剰余金 3,000 平成19年１月31日 平成19年４月27日

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成18年１月31日現在） （平成19年１月31日現在） 

現金及び預金勘定 4,650,441千円

現金及び現金同等物 4,650,441千円

現金及び預金勘定     4,406,594千円

現金及び現金同等物 4,406,594千円



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① 車両運搬具 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

① 車両運搬具 

取得価額相当額 4,858千円

減価償却累計額相当額 3,839千円

期末残高相当額 1,018千円

取得価額相当額      9,177千円

減価償却累計額相当額      2,470千円

期末残高相当額      6,707千円

② 工具、器具及び備品 ② 工具、器具及び備品 

取得価額相当額 417,766千円

減価償却累計額相当額 73,902千円

期末残高相当額 343,864千円

取得価額相当額      432,947千円

減価償却累計額相当額      145,320千円

期末残高相当額      287,626千円

③ ソフトウエア ③ ソフトウエア 

取得価額相当額 50,701千円

減価償却累計額相当額 23,801千円

期末残高相当額 26,899千円

取得価額相当額      114,906千円

減価償却累計額相当額       29,466千円

期末残高相当額       85,440千円

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 88,569千円

１年超 287,142千円

合計 375,711千円

１年内       107,563千円

１年超        276,295千円

合計        383,858千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 61,872千円

減価償却費相当額 49,490千円

支払利息相当額 4,612千円

支払リース料       113,110千円

減価償却費相当額       102,077千円

支払利息相当額      6,328千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

          ────── （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年１月31日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

当事業年度（平成19年１月31日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  種類 

前事業年度（平成18年１月31日） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1）株式 22,589 38,659 16,069 

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 22,589 38,659 16,069 

  種類 

当事業年度（平成19年１月31日） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1）株式 23,791 34,318 10,526 

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 23,791 34,318 10,526 



（退職給付関係） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制

度、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度を併用し

ております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

同左 

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

(1）退職給付債務 △469,382千円

(2）年金資産 320,635千円

(3）未認識数理計算上の差異 △15,200千円

(4）退職給付引当金 △163,947千円

(1）退職給付債務 △470,328千円

(2）年金資産 370,490千円

(3）未認識数理計算上の差異 △19,868千円

(4）退職給付引当金 △119,706千円

 （注） 当社は総合設立代行型の東京既製服厚生年金

基金に加入しており、当該厚生年金基金制度

は退職給付会計実務指針第33項の例外処理を

行う制度であります。同基金の報告に基づく

年金資産の残高は78,203,585千円であり、当

社の掛金の拠出割合は14.19％となっており、

この拠出割合に基づき年金資産を計算した場

合には11,099,570千円となります。 

なお、前事業年度末における同基金に対する

当社の掛金拠出割合は8.73％であります。 

 （注） 当社は総合設立代行型の東京アパレル厚生年

金基金に加入しており、当該厚生年金基金制

度は退職給付会計実務指針第33項の例外処理

を行う制度であります。同基金の報告に基づ

く年金資産の残高は79,764,091千円であり、

当社の掛金の拠出割合は12.88％となってお

り、この拠出割合に基づき年金資産を計算し

た場合には10,273,614千円となります。 

  

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

(1）勤務費用 350,164千円

(2）利息費用 8,570千円

(3）期待運用収益 △3,808千円

(4）数理計算上の差異の費用処理額 1,255千円

(5）退職給付費用 356,182千円

(1）勤務費用 377,525千円

(2）利息費用      9,387千円

(3）期待運用収益 △4,809千円

(4）数理計算上の差異の費用処理額 △8,728千円

(5）退職給付費用 373,375千円

 （注） 上記勤務費用には、厚生年金基金に係わる拠

出金246,989千円が含まれています。 

 （注） 上記勤務費用には、厚生年金基金に係わる拠

出金275,504千円が含まれています。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(2）割引率 2.0％ 

(3）期待運用収益率 1.5％ 

(4）数理計算上の差異の処理年数 ３年 

（発生年度の翌期から定額法で処理）

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(2）割引率  2.0％ 

(3）期待運用収益率  1.5％ 

(4）数理計算上の差異の処理年数  ３年 

（発生年度の翌期から定額法で処理）



（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 
平成14年 

ストック・オプション 

平成14年 

ストック・オプション 

平成16年 

ストック・オプション 

平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
当社取締役 １名 

当社従業員 １名 

当社取締役 １名 

当社従業員 １名 

当社取締役  ５名 

当社従業員  104名 
当社従業員 １名 

ストック・オプション数（注）  普通株式11,520株  普通株式 6,080株 普通株式 1,085株 普通株式 ５株 

付与日  平成14年12月６日  平成14年12月６日 平成17年１月５日 平成17年９月１日 

権利確定条件 

 新株予約権の割当を受

けた者が、当社ならびに

当社の子会社及び関連会

社の取締役、監査役、従

業員その他これに準ずる

地位にあることを要す

る。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その

他当社の取締役会が正当

な理由があると認めた場

合（死亡の場合を除

く。）はこの限りでな

い。 

 新株予約権の割当を受

けた者が、当社ならびに

当社の子会社及び関連会

社の取締役、監査役、従

業員その他これに準ずる

地位にあることを要す

る。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その

他当社の取締役会が正当

な理由があると認めた場

合（死亡の場合を除

く。）はこの限りでな

い。 

 新株予約権の割当を受

けた者が、当社ならびに

当社の子会社及び関連会

社の取締役、監査役、従

業員その他これに準ずる

地位にあることを要す

る。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その

他当社の取締役会が正当

な理由があると認めた場

合（死亡の場合を除

く。）はこの限りでな

い。 

 新株予約権の割当を受

けた者が、当社ならびに

当社の子会社及び関連会

社の取締役、監査役、従

業員その他これに準ずる

地位にあることを要す

る。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その

他当社の取締役会が正当

な理由があると認めた場

合（死亡の場合を除

く。）はこの限りでな

い。 

対象勤務期間  定めておりません  定めておりません  定めておりません  定めておりません 

権利行使期間 
 自 平成14年12月６日 

 至 平成34年12月６日 

 自 平成16年12月６日 

 至 平成24年12月５日 

 自 平成18年12月16日 

 至 平成26年12月15日 

 自 平成19年４月28日 

 至 平成27年４月27日 

 
平成14年 

ストック・オプション 

平成14年 

ストック・オプション 

平成16年 

ストック・オプション 

平成17年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）         

前事業年度末  －  － 954 ５  

付与  －  － －  － 

失効  －  －  109  － 

権利確定  －  － 845  － 

未確定残  －  － － ５ 

権利確定後      （株）         

前事業年度末  11,520 5,440   －  － 

権利確定  －  － 845  － 

権利行使 11,520  5,440   －  － 

失効  －  －  －  － 

未行使残  －  －  845  － 



② 単価情報 

 
平成14年 

ストック・オプション 

平成14年 

ストック・オプション 

平成16年 

ストック・オプション 

平成17年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円）  31,250  31,250  250,000  270,122 

行使時平均株価     （円）  254,911  261,640 －  －  

公正な評価単価（付与日）（円）  －  － －  －  



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成18年１月31日） 

当事業年度 
（平成19年１月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超

過額 
49,772千円

返品調整引当金損金算入限

度超過額 
13,953千円

有償支給繰延利益否認額 17,196千円

退職給付引当金損金算入限

度超過額 
66,710千円

その他 15,500千円

繰延税金資産合計 163,132千円

繰延税金負債  

未収事業税 △11,664千円

その他有価証券評価差額 △6,538千円

繰延税金負債合計 △18,203千円

繰延税金資産の純額 144,929千円

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超

過額 
48,054千円

返品調整引当金損金算入限

度超過額 
13,971千円

有償支給繰延利益否認額       19,914千円

退職給付引当金損金算入限

度超過額 
      48,708千円

棚卸資産評価損    140,381千円

減損損失     44,340千円

その他       40,577千円

繰延税金資産小計      355,945千円

評価性引当額      △6,072千円

繰延税金資産合計      349,873千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額     △4,283千円

繰延税金負債合計     △4,283千円

繰延税金資産の純額      345,589千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

（調整）  

留保金課税 4.4 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 

住民税均等割 0.9 

その他 △1.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4％

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6 

住民税均等割 4.9 

評価性引当額 0.6 

過年度未払法人税等取崩額 △29.0 

修正申告に伴う課税 5.3 

延滞税等 3.9 

その他 1.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  30.8％



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

役員及び個人主要株主等 

  （注） 当社が賃借している店舗の賃借契約に対する連帯保証であり、保証料の支払及び担保の提供はありません。

債務保証につきましては、平成17年３月をもって解消しております。 

      取引金額につきましては、対象となる店舗の賃借料(平成17年２月１日～平成17年３月８日)を記載しており

ます。 

当事業年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

該当事項はありません。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員かつ

主要株主 
成宮雄三 － － 

当社代表

取締役社

長 

（被所有） 

直接21.0％ 
－ － 

不動産賃貸借

に伴う被債務

保証（注） 

7,150 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり 

      であります。 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１株当たり純資産額 98,518円31銭

１株当たり当期純利益 9,456円71銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
8,083円75銭

１株当たり純資産額 88,032円20銭

１株当たり当期純利益      2,567円25銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
     2,522円56銭

 
前事業年度 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（千円） 862,811 275,045 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与額） (－) (－) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 862,811 275,045 

期中平均株式数（株） 91,238 107,136 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 15,496 1,898 

（うち新株予約権） (15,496) (1,898) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数５個） 

新株予約権の概要は「第４ 提出会

社の状況、１株式等の状況、(2)新

株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。 

新株予約権２種類 

（新株予約権の数850個） 

新株予約権の概要は「第４ 提出会

社の状況、１株式等の状況、(2)新

株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１．新株予約権の行使による増資 

①平成18年２月２日付での第２回新株予約権の行使によ

り、株式数等が以下のとおり増加致しました。 

株式数：   普通株式 320株 

資本金：   5,000千円 

資本準備金： 5,000千円 

②平成18年３月10日付での第２回新株予約権の行使によ

り、株式数等が以下のとおり増加致しました。 

株式数：   普通株式 320株 

資本金：   5,000千円 

資本準備金： 5,000千円 

③平成18年３月17日付での第１回新株予約権の行使によ

り、株式数等が以下のとおり増加致しました。 

株式数：   普通株式 6,400株 

資本金：   100,000千円 

資本準備金： 100,000千円 

④平成18年３月23日付での第１回及び２回新株予約権の

行使により、株式数等が以下のとおり増加致しまし

た。 

株式数：   普通株式 9,920株 

資本金：   155,000千円 

資本準備金： 155,000千円 

これにより、３月23日現在の発行済株式の総数は

109,300株、資本金は920,550千円、資本準備金は

1,124,950千円となっております。 

────── 

２．新株予約権(ストックオプション)の発行について 

 平成18年４月27日開催の定時株主総会において当社

の取締役・監査役及び従業員に対して、商法第280条ノ

20および第280条ノ21に基づき新株予約権(ストックオ

プション)の発行を決議しております。 

 

(1）発行する株式の種類および対象株式数 

普通株式1,000株を上限とする。 

 

(2）新株予約権の行使時の払込金額 

 払込金額は、発行日の属する月の前月各日(取引が

成立しない日を除く)における株式会社ジャスダッ

ク証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格

の平均値に1.10を乗じた金額(１円未満の端数は切

り上げる)、又は発行日の最終価格(取引が成立し

ない場合はそれに先立つ直近日の最終価格)のいず

れか高い金額とする。 

 

(3）新株予約権の行使期間 

平成20年４月28日から平成28年４月27日までの間

で取締役会が定める期間。 

 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

建物      東武百貨店船橋店25,530千円 ラゾーナ川崎店19,050千円 モレラ岐阜店17,450千円  

ダイヤモンドシティルクル店16,812千円 ららぽーと豊洲店16,638千円 高島屋日本橋店

15,631千円他、売場設備の取得によるものであります。 

２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

建物      横浜ランドマーク店22,121千円 ららぽーと船橋店14,632千円 近鉄百貨店阿倍野店

24,467千円 高島屋玉川店17,329千円 高島屋横浜店26,563千円 東武百貨店船橋店

42,212千円他、売場設備の除却によるものであります。 

３ 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

株式会社近鉄百貨店 131,995.463 34,318 

計 131,995.463 34,318 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産              

建物 1,949,788 313,235 
525,711 

(140,453) 
1,737,312 1,347,765 317,461 389,547 

車両運搬具 13,824 － 4,180 9,644 7,683 1,445 1,961 

工具、器具及び備品 114,491 13,268 476 127,283 88,814 22,570 38,469 

土地 298,940 － － 298,940 － － 298,940 

有形固定資産計 2,377,045 326,504 
530,368 

(140,453) 
2,173,181 1,444,262 341,478 728,918 

無形固定資産              

ソフトウェア 72,195 12,555 － 84,750 40,040 15,261 44,709 

無形固定資産計 72,195 12,555   84,750 40,040 15,261 44,709 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産              

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【引当金明細表】 

 （注）１. 貸倒引当金の当期減少額(その他)欄の金額は、洗替による戻入額であります。 

 （注）２. 返品調整引当金の当期減少額(その他)欄の金額は、洗替による戻入額であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金（注１） 46,005 12,067 20,709 18,297 19,065 

賞与引当金 102,343 105,256 102,343 － 105,256 

返品調整引当金（注２） 30,065 34,334 － 30,065 34,334 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

ｂ 受取手形 

イ 相手先別内訳 

ロ 期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 5,823 

預金の種類  

当座預金 2,810,940 

普通預金 355,901 

定期預金 1,230,180 

別段預金 3,747 

計 4,400,770 

合計 4,406,594 

相手先 金額（千円） 

株式会社鶴屋百貨店 46,118 

株式会社ボンベルタ 15,494 

株式会社名鉄百貨店 6,156 

株式会社インデアン 5,700 

大浦株式会社 2,869 

その他 3,708 

計 80,047 

期日別 金額（千円） 

平成19年２月満期 35,313 

〃  ３月 〃 32,128 

〃  ４月 〃 12,605 

計 80,047 



ｃ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

ｄ 商品・製品 

ｅ 原材料 

ｆ 仕掛品 

相手先 金額（千円） 

株式会社髙島屋 757,177 

株式会社そごう 305,172 

株式会社近鉄百貨店 252,016 

株式会社伊勢丹 182,012 

株式会社東急百貨店 127,846 

その他 2,634,784 

計 4,259,009 

期首残高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

4,601,913 28,657,752 29,000,655 4,259,009 87 56 

区分 金額（千円） 

ジュニアブランド 1,124,218 

ベビー・トドラーブランド 841,883 

ヤングレディスブランド 22,422 

計 1,988,524 

区分 金額（千円） 

生地 3,819 

計 3,819 

区分 金額（千円） 

ベビー・トドラーブランド 1,186 

ヤングレディスブランド 8,258 

計 9,444 



ｇ 差入保証金 

② 負債の部 

ａ 支払手形 

相手先別内訳（設備支払手形を含む） 

期日別内訳（設備支払手形を含む） 

区分 金額（千円） 

三菱地所株式会社 273,822 

青朋ビル株式会社 259,046 

株式会社東急モールズデベロップメント 91,700 

株式会社大阪マーチャンダイズマート 86,286 

三井不動産株式会社 71,082 

その他 187,240 

計 969,178 

区分 金額（千円） 

伊藤忠商事株式会社 171,190 

三菱商事株式会社 147,302 

株式会社トーマネ 85,468 

株式会社ジイー 39,058 

株式会社東京総合パック 20,227 

その他 37,483 

計 500,730 

区分 金額（千円） 

平成19年２月満期 169,505 

〃  ３月 〃 246,058 

〃  ４月 〃 76,382 

〃  ５月 〃 8,784 

計 500,730 



ｂ 買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

住金物産株式会社 573,331 

三共生興株式会社 566,957 

株式会社丸山タオル 363,440 

蝶理株式会社 112,881 

株式会社トーメンホットライン 104,095 

その他 975,287 

計 2,695,994 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．買取手数料は、以下の算式により算出した１株当たりの金額に１株に対する割合を乗じた金額としておりま

す。 

      100万円以下の金額につき          1.150％ 

      100万円超500万円以下の金額につき     0.900% 

      500万円超１千万円以下の金額につき     0.700% 

      １千万円超３千万円以下の金額につき    0.575% 

      ３千万円超５千万円以下の金額につき    0.375% 

       (円位未満の端数を生じた場合には切り捨てる。) 

      ただし、１株当たり金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とします。 

２．平成19年４月26日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとな

りました。 

 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし事故その他のやむを得ない事由により電子公告をする

ことができないときは、日本経済新聞に掲載する。 

 なお、電子公告は当社ウェブサイトに掲載し、そのURLは次のとおりです。 

 http://www.narumiya-net.co.jp/company/ir.html 

事業年度 ２月１日から１月31日まで 

定時株主総会 営業年度末日の翌日から３ヶ月以内 

基準日 １月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券、500株券 

剰余金の配当の基準日 
７月31日 

１月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 － 

新券交付手数料 210円 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 （注）１ 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。（注）２ 

株主に対する特典 
毎年１月31日現在の株主及び実質株主に対して「株主優待券」を発行す

ることとしております。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第11期）（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日）平成18年４月28日関東財務局長に提

出。 

(2）半期報告書 

 （第12期中）（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日）平成18年10月27日関東財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

 平成19年３月８日 関東財務局長に提出。  

  証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異

動）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年４月２７日

株式会社ナルミヤ・インターナショナル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナルミヤ・

インターナショナルの平成１７年２月１日から平成１８年１月３１日までの第１１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ナルミヤ・

インターナショナルの平成１８年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象１．に記載されているとおり、当事業年度末以降に新株予約権の行使により発行済株式総数が16,960株、資本金及

び資本準備金がそれぞれ265,000千円増加している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 湯 浅 信 好 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 村 田 征 仁 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成19年４月27日

株式会社ナルミヤ・インターナショナル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナルミヤ・

インターナショナルの平成18年２月１日から平成19年１月31日までの第12期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ナルミヤ・

インターナショナルの平成19年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載されているとおり、当事業年度から、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準に

より財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 湯 浅 信 好 

    

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 村 田 征 仁 
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